
歳
入

自主財源
50億4,190万円
（50.7%）

義務的経費
51億570万円
（51.4%）

投資的経費
6億5,757万円
（6.6%）

一般行政経費
41億7,173万円
（42.0%）

人件費
25億3,381万円
（25.5%）

扶助費
18億2,045万円
（18.3%）

公債費
7億5,144万円
（7.6%）

普通建設事業費
6億5,757万円
（6.6%）

物件費
16億2,647万円
（16.4%）

維持補修費
5,282万円
（0.5%）

補助費等
17億3,194万円
（17.4%）

繰出金
5億9,075万円
（5.9%）

その他経費
1億6,975万円（1.7%）

依存財源
48億9,310万円
（49.3%）

町税
34億8,602万円
（35.1%）

繰入金
6億9,702万円
（7.0%）

繰越金
2億5,000万円
（2.5%）分担金および負担金

1億3,265万円
（1.3%）

その他
4億7,621万円
（4.8%）

地方交付税
18億1,000万円
（18.2%）

国庫支出金
11億3,004万円
（11.4%）

県支出金
8億8,271万円
（8.9%）

地方債
1億7,990万円
（1.8%）

県税交付金
6億7,700万円
（6.8%）

その他
2億1,345万円（2.1%）

「
時
代
の
変
化
に
対
応
し 

だ
れ
も
が
輝
き

と
も
に
創
る
ま
ち“

日
野”

」
を
め
ざ
し
て

【
一
般
会
計
予
算
の
概
要
】

　

令
和
６
年
度
の
当
初
予
算
は
、
ま
ち
の
将
来
を
見
据
え
、
子
育

て
施
策
の
充
実
、
生
活
基
盤
整
備
や
産
業
振
興
、
地
域
公
共
交
通

の
利
便
性
向
上
を
め
ざ
す
「
わ
た
む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

の
推
進
、
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
等
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
取

り
組
み
を
し
っ
か
り
と
進
め
る
予
算
と
し
ま
し
た
。

　
そ
の
こ
と
か
ら
、
予
算
額
は
99
億
3,
5
0
0
万
円
と
な
り
、
過

去
最
大
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
入
】

　

町
税
は
、
固
定
資
産
税
が
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
町
民
税

（
法
人
税
割
）
の
減
少
の
影
響
が
大
き
く
、
町
税
総
額
で
は
、
1
億

3,
1
4
4
万
9
千
円
減
の
34
億
8,
6
0
2
万
1
千
円
と
な
り
ま

し
た
。

　
地
方
交
付
税
は
、国
の
交
付
税
総
額
が
増
額
見
込
み
で
あ
る
こ
と

か
ら
18
億
1,
0
0
0
万
円
と
、
前
年
度
比
で
1
億
5,
0
0
0
万

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
中
に
は
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
寄
付
金
と
し
て
1
億

円
を
含
ん
で
お
り
、
寄
付
金
の
み
で
前
年
度
比
約
4,
0
0
0
万
円

の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
財
源
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
繰
入
金
と
し
て
、
ま

ち
の
貯
金
に
あ
た
る
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
か
ら
合
計

5
億
7,
0
0
0
万
円
を
取
り
崩
し
て
お
り
、
引
き
続
き
健
全
な
財

政
運
営
に
向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　

歳
出
で
は
、
子
育
て
施
策
と
し
て
、
新
こ
ど
も
園
の
建
設
に
備

え
た
基
本
設
計
業
務
委
託
、
桜
谷
学
童
保
育
所
「
さ
く
ら
ん
ぼ
」

の
保
育
室
拡
張
工
事
、
保
育
士
等
奨
学
金
返
還
支
援
補
助
金
の
創

設
、「
子
育
て
応
援
・
地
域
お
で
か
け
ス
タ
ン
プ
ラ
リ
ー
」
の
開
催
、

在
宅
子
育
て
層
へ
の
幼
児
の
一
時
預
か
り
事
業
の
開
始
、
産
婦
健

診
助
成
、
高
校
生
等
の
医
療
費
の
完
全
無
償
化
、
県
補
助
を
活
用

し
た
小
中
学
校
の
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
助
成
の
拡
大
、
不
登
校
対
応

の
強
化
と
し
て
日
野
中
学
校
で
の
支
援
員
の
配
置
を
実
施
し
ま
す
。

　

生
活
基
盤
整
備
と
し
て
、
町
道
整
備
や
舗
装
工
事
、
橋

き
ょ
う

梁り
ょ
うの
長

寿
命
化
工
事
等
を
実
施
し
、
産
業
振
興
と
し
て
、
町
内
住
民
を
雇

用
し
た
企
業
へ
の
奨
励
金
の
交
付
、
地
域
の
商
店
等
の
事
業
承
継

委
託
、農
業
振
興
と
し
て
、森
林
経
営
管
理
制
度
事
業
計
画
の
策
定
、

持
続
的
な
農
業
経
営
の
た
め
の
地
域
計
画
策
定
事
業
支
援
補
助
や
、

有
機
農
法
に
よ
る
農
産
物
の
振
興
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
、
国
の
交
付
金
を
活
用
し
て
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
、

「
わ
た
む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
や
、
Ｇジ

ー
ア
イＩ
認
証
を
取
得
し
た

原
産
日
野
菜
の
振
興
等
を
引
き
続
き
推
進
し
ま
す
。

　

ほ
か
に
も
、
上
水
道
の
基
本
料
金
の
引
き
下
げ
（
水
道
事
業
会

計
に
て
実
施
）
や
移
住
・
定
住
促
進
へ
向
け
た
「
日
野
町
結
婚
新

生
活
支
援
補
助
」
を
実
施
し
ま
す
。

（注）表示単位未満を四捨五入していることから、合計が一致しない場合があります。

●一般会計、特別会計予算� （千円：%）

会計名 令和６年度 令和５年度 増減 増減率
一般会計 9,935,000 9,544,000 391,000 4.1
国民健康保険 2,147,000 2,187,000 ▲ 40,000 ▲1.8
介護保険 2,246,566 2,428,896 ▲182,330 ▲7.5
後期高齢者医療 332,800 307,723 25,077 8.1
西山財産区 2,269 2,269 0 0
合計 14,663,635 14,469,888 193,747 1.3

令和６年度各会計予算

第
６
次
日
野
町
総
合
計
画

令和６年度

一般会計予算
のあらまし

令和6年度
一般会計予算

99億3,500万円

（
入
っ
て
く
る
お
金
）
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自主財源
50億4,190万円
（50.7%）

義務的経費
51億570万円
（51.4%）

投資的経費
6億5,757万円
（6.6%）

一般行政経費
41億7,173万円
（42.0%）

人件費
25億3,381万円
（25.5%）

扶助費
18億2,045万円
（18.3%）

公債費
7億5,144万円
（7.6%）

普通建設事業費
6億5,757万円
（6.6%）

物件費
16億2,647万円
（16.4%）

維持補修費
5,282万円
（0.5%）

補助費等
17億3,194万円
（17.4%）

繰出金
5億9,075万円
（5.9%）

その他経費
1億6,975万円（1.7%）

依存財源
48億9,310万円
（49.3%）

町税
34億8,602万円
（35.1%）

繰入金
6億9,702万円
（7.0%）

繰越金
2億5,000万円
（2.5%）分担金および負担金

1億3,265万円
（1.3%）

その他
4億7,621万円
（4.8%）

地方交付税
18億1,000万円
（18.2%）

国庫支出金
11億3,004万円
（11.4%）

県支出金
8億8,271万円
（8.9%）

地方債
1億7,990万円
（1.8%）

県税交付金
6億7,700万円
（6.8%）

その他
2億1,345万円（2.1%）

歳
出

自主財源
50億4,190万円
（50.7%）

義務的経費
51億570万円
（51.4%）

投資的経費
6億5,757万円
（6.6%）

一般行政経費
41億7,173万円
（42.0%）

人件費
25億3,381万円
（25.5%）

扶助費
18億2,045万円
（18.3%）

公債費
7億5,144万円
（7.6%）

普通建設事業費
6億5,757万円
（6.6%）

物件費
16億2,647万円
（16.4%）

維持補修費
5,282万円
（0.5%）

補助費等
17億3,194万円
（17.4%）

繰出金
5億9,075万円
（5.9%）

その他経費
1億6,975万円（1.7%）

依存財源
48億9,310万円
（49.3%）

町税
34億8,602万円
（35.1%）

繰入金
6億9,702万円
（7.0%）

繰越金
2億5,000万円
（2.5%）分担金および負担金

1億3,265万円
（1.3%）

その他
4億7,621万円
（4.8%）

地方交付税
18億1,000万円
（18.2%）

国庫支出金
11億3,004万円
（11.4%）

県支出金
8億8,271万円
（8.9%）

地方債
1億7,990万円
（1.8%）

県税交付金
6億7,700万円
（6.8%）

その他
2億1,345万円（2.1%）

【
一
般
会
計
予
算
の
概
要
】

　

令
和
６
年
度
の
当
初
予
算
は
、
ま
ち
の
将
来
を
見
据
え
、
子
育

て
施
策
の
充
実
、
生
活
基
盤
整
備
や
産
業
振
興
、
地
域
公
共
交
通

の
利
便
性
向
上
を
め
ざ
す
「
わ
た
む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

の
推
進
、
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
等
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
取

り
組
み
を
し
っ
か
り
と
進
め
る
予
算
と
し
ま
し
た
。

　
そ
の
こ
と
か
ら
、
予
算
額
は
99
億
3,
5
0
0
万
円
と
な
り
、
過

去
最
大
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

【
歳
入
】

　

町
税
は
、
固
定
資
産
税
が
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
町
民
税

（
法
人
税
割
）
の
減
少
の
影
響
が
大
き
く
、
町
税
総
額
で
は
、
1
億

3,
1
4
4
万
9
千
円
減
の
34
億
8,
6
0
2
万
1
千
円
と
な
り
ま

し
た
。

　
地
方
交
付
税
は
、国
の
交
付
税
総
額
が
増
額
見
込
み
で
あ
る
こ
と

か
ら
18
億
1,
0
0
0
万
円
と
、
前
年
度
比
で
1
億
5,
0
0
0
万

円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
中
に
は
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
る
寄
付
金
と
し
て
1
億

円
を
含
ん
で
お
り
、
寄
付
金
の
み
で
前
年
度
比
約
4,
0
0
0
万
円

の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

一
方
、
財
源
不
足
に
対
応
す
る
た
め
、
繰
入
金
と
し
て
、
ま

ち
の
貯
金
に
あ
た
る
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
か
ら
合
計

5
億
7,
0
0
0
万
円
を
取
り
崩
し
て
お
り
、
引
き
続
き
健
全
な
財

政
運
営
に
向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　

歳
出
で
は
、
子
育
て
施
策
と
し
て
、
新
こ
ど
も
園
の
建
設
に
備

え
た
基
本
設
計
業
務
委
託
、
桜
谷
学
童
保
育
所
「
さ
く
ら
ん
ぼ
」

の
保
育
室
拡
張
工
事
、
保
育
士
等
奨
学
金
返
還
支
援
補
助
金
の
創

設
、「
子
育
て
応
援
・
地
域
お
で
か
け
ス
タ
ン
プ
ラ
リ
ー
」
の
開
催
、

在
宅
子
育
て
層
へ
の
幼
児
の
一
時
預
か
り
事
業
の
開
始
、
産
婦
健

診
助
成
、
高
校
生
等
の
医
療
費
の
完
全
無
償
化
、
県
補
助
を
活
用

し
た
小
中
学
校
の
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
助
成
の
拡
大
、
不
登
校
対
応

の
強
化
と
し
て
日
野
中
学
校
で
の
支
援
員
の
配
置
を
実
施
し
ま
す
。

　

生
活
基
盤
整
備
と
し
て
、
町
道
整
備
や
舗
装
工
事
、
橋

き
ょ
う

梁り
ょ
うの
長

寿
命
化
工
事
等
を
実
施
し
、
産
業
振
興
と
し
て
、
町
内
住
民
を
雇

用
し
た
企
業
へ
の
奨
励
金
の
交
付
、
地
域
の
商
店
等
の
事
業
承
継

委
託
、農
業
振
興
と
し
て
、森
林
経
営
管
理
制
度
事
業
計
画
の
策
定
、

持
続
的
な
農
業
経
営
の
た
め
の
地
域
計
画
策
定
事
業
支
援
補
助
や
、

有
機
農
法
に
よ
る
農
産
物
の
振
興
事
業
を
実
施
し
ま
す
。

　
ま
た
、
国
の
交
付
金
を
活
用
し
て
、
こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
、

「
わ
た
む
き
自
動
車
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
や
、
Ｇジ

ー
ア
イＩ
認
証
を
取
得
し
た

原
産
日
野
菜
の
振
興
等
を
引
き
続
き
推
進
し
ま
す
。

　

ほ
か
に
も
、
上
水
道
の
基
本
料
金
の
引
き
下
げ
（
水
道
事
業
会

計
に
て
実
施
）
や
移
住
・
定
住
促
進
へ
向
け
た
「
日
野
町
結
婚
新

生
活
支
援
補
助
」
を
実
施
し
ま
す
。

（注）表示単位未満を四捨五入していることから、合計が一致しない場合があります。

歳入
●町税

　皆さんが町に納めた、町民
税、固定資産税、軽自動車税
などです。
●地方交付税

　各市町村間の財源の不均衡
を調整するために、国から一
定の基準により交付されるお
金です。
●国庫支出金・県支出金

　国や県から交付された補助
金や委託金です。
●地方債

　町の運営を行うために必要
なお金を調達するための借入
金です。
●分担金および負担金

　行政サービスを利用した場
合に、その受益の程度に応じ
て、受益者から納めていただ
くお金です。

歳出
●人件費

　議員報酬、各種委員報酬、
町職員の給与などの費用です。
●扶助費

　児童手当や障がい者・高齢
者支援などの費用です。
●公債費

　町の借入金の返済費用です。
●普通建設事業費

　道路や公共施設の整備など、
社会資本整備への費用です。
●物件費

　光熱水費、消耗品費、施設
の管理費などの費用です。
●維持補修費

　公共施設などの維持管理に
係る費用です。
●補助費等

　消防やごみ処理など広域行
政への負担金や、自治会や団
体などへの事業補助などの費
用です。
●繰出金

　国民健康保険や介護保険な
ど特別会計への繰出金です。

●企業会計� （千円：%）

企業会計名 令和６年度 令和５年度 増減 増減率
水道事業 809,947 929,326 ▲119,379 ▲12.8
下水道事業 1,579,155 1,555,644 23,511 1.5
合��計 2,389,102 2,484,970 ▲95,868 ▲3.9

用語解説
（
使
う
お
金
）
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